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1982 年から 25 年にわたりユネスコ（国際連合教育文化科学機関）に勤務。その間、





























キア オラ タトウ Kia ora tatou。こんにちは。 
ジュディ・マクレガーと申します。本日、「ダイバーシティ推進と女性のリーダーシッ







                                                  
1性と平等のベンチマーキングにおける新たな方向性 New Directions in benchmarking sex 
and equality：ジュディス・プリングル Judith Pringle 教授、リン・ギディングス Lynne 
Giddings 准教授、シャーリン・グラハム－デイビーズ Sharyn Graham-Davies 准教授。オ
ークランド工科大学 戦略的研究投資ファンド Strategic Research Investment Fund。 







私は、2002 年から 2012 年まで、ニュージーランド人権委員会で、初代の雇用機会均










Universal Periodic Review の第 2 サイクルに提出したニュージーランドの政府報告書 




ジーランドは2013年に、婦人参政権120周年を迎えました（Human Rights Council, 
2014）。 
 
婦人参政権運動の活動家、ケイト・シェパード Kate Sheppard は、有名な女性の英雄
として、我が国の 10 ドル紙幣を飾っています。ケイト・エッジャー Kate Edger は、出
                                                  
2主要な国際的人権条約のニュージーランドによる批准と国家としての受容がもたらす影
響評価 Assessing the impact of New Zealand's ratification and state receptivity of the major 
international human rights treaties：ワイカト大学 University of Waikato マーガレット・ウ
ィルソン Margaret Wilson、ニュージーランド人権委員会 主任法律アナリスト シルヴィ
ア・ベル Sylvia Bell。ニュージーランド法律基金 New Zealand Law Foundation より資金提
供。 











ドは前年度の 136 位中 7 位から 142 ヵ国中 13 位となり、2007 年から 2010 年の 4
年間で 5 つ順位を落としています。ニュージーランドのグローバル・ジェンダー・
ギャップ指数は、これまでは北欧諸国に次ぐ順位でした（World Economic Forum, 
2014）。国連開発計画3 が作成した 2013 年のジェンダー不平等指数では 34 位で、25 位
の日本よりも 9 ランク下に位置していました（UNDP, 2013）。 
最近の政治を振り返ると、ニュージーランドでは、ジェニー・シップリー Jenny 
Shipley と、現国連開発計画総裁のヘレン・クラーク Helen Clark という 2 名の女性首
相がいます。2004 年には 4 名の女性が国家の要職に就いていました。ヘレン・クラーク
首相、シルヴィア・カートライト Sylvia Cartwright 総督、マーガレット・ウィルソン 












                                                  
3 ニュージーランドは、妊産婦死亡率が比較的高く、青年期女子による出産率も高い。 




者の約 32.2 パーセントを安定的に占めています（2005 年も 32.2 パーセント）。1990 年
代半ばに、ニュージーランドの政治システムを、単純小選挙区制から小選挙区比例代表
併用制に変更した選挙制度改革によって、ジェンダーの多様性は、約 3 分の 1 まで上昇







国連の女性差別撤廃委員会 Committee on the Elimination of Discrimination Against 
Women, CEDAW がニュージーランドに提示した 7 つの総括所見および提言









































































1993 年ニュージーランド人権法（New Zealand Human Rights Act 1993、以下人権




































別による賃金格差は、24.4 パーセントです。44,500 人を雇用する 32 の政府機関のうち、
30 の機関については、刑務局の 2.77 パーセントから国防省の 42 パーセントまでの性別
による賃金格差が存在しています（2012 年ニュージーランド人権委員会）。同一賃金の














































































































る経済、社会、文化的権利に関わる差別や不平等を調査する場合です（Asia Pacific  
Forum, 2014）。 
高齢者介護は、ニュージーランドでは最低賃金の分野で、約 40,000人の労働者のうち、
圧倒的に女性が多く（92 パーセント）、最低賃金は、時間給で 14.25NZ ドル4です。多く
が非常勤で働いていて（2010 年グラント・ソントン Grant Thornton）、雇用期間が不確
定で、労働時間にもばらつきのある臨時的・単発的な仕事に従事しています。ニュージ
ーランドでは、高齢者介護の労働者は、マオリ族や太平洋島嶼国系、または出稼ぎ労働
者である場合が多くみられます（Badkar and Manning, 2009）。ニュージーランドでも
他の国々でも、同一労働同一賃金といった基本的な人権問題は、伝統的に介護分野と結
びついています。 
国民への聞き取り調査は、例えば英国（Equality and Human Rights Commission, 
2011）、スコットランド（Scottish Human Rights Commission, 2011）等において、高
齢者介護という側面に取組む上で、国際的な注目を集めています。現代の差別禁止法で
は、年齢を理由とする差別は認められていませんが、高齢者の権利は国連の人権条約機
関の取組みによって既に焦点が当てられている以上に、急を要する問題となっています。   






師協会 New Zealand Nurses Organization, NZNO の介護士調査によれば（2009 年ウ
ォーカー Walker）、年齢層の最頻値は、51～60 歳でした。 




                                                  
4 1NZ ドル＝87 円 68 銭。 















































クライストチャーチでは、2010 年と 2011 年の地震によって、高齢者介護サービスに
どのような変化が強いられたかを調べるために、現地を 3 回視察しました。人口に占め






















の研究者（Boyd et al., 2008）、看護教育者（Whitehead, 2010）、医療保健従事者に関す















































































局に直接雇用された介護士に比べ、賃金が時間給にして 3 ドル～6 ドル低いこと









ある 1982 年の最低賃金法に違反していることは明白でした。 
3. 聞き取り調査報告書で明らかになった 3 番目の同一賃金問題は、おそらく他の 2
件よりも複雑でしょう。高齢者介護における女性の労働の価値とは何でしょうか。
886名の参加者のうち、介護士が十分な賃金を支払われていると感じているのは、
たった 2 人でした。ほとんどの参加者が、ただちに時間給を 5 ドル引き上げなけ



























































1. 聞き取り調査後、ニュージーランドの 1972 年同一賃金法（Equal Pay Act 1972）
の重要な試行的運用が 30 年ぶりに始まりました。ロワーハットの介護士クリステ

























バデリー Tamara Baddeley は、自分の古いホンダの自動車を使っている介護士
で、自身が介護を受け持つ 12 人の高齢者を訪問するために、ウェリントン市で車








                                                  
5 サービス食品労組 ンガ・リンガ・トータ社 Nga Ringa Tota Inc v テラノバ・ホーム
ズ・アンド・ケア株式会社 Terranova Homes and Care Ltd. NZEMPC オークランド NZEMPC 
157 [2013 年 8 月 22 日] ARC 63/12。 
6 訳注：新判例をうちたてることを目的にして試験的に行われる訴訟 





























間の慈善家であるオーウェン・グレン卿 Sir Owen Glenn は、ニュージーランドで DV
と児童虐待に関する公開調査を開始しました。2014 年には、この公開調査から、「ピー
プルズ・レポート」が発表され、家庭内暴力によって最も被害を受けた人たちの声がし



















                                                  
7 https//glenninquiry.org.nz/the-peoples-report 
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